
令和３年度 事 業 報 告

令和３年度において実施した当協会の事業の概要は、次のとおりである。

１ 講習会事業

全国講習会等、ブロック講習会等とも、新型コロナウイルス感染症拡大防止の観点

等から、会場での集合研修をインターネット配信に変更するとともに、受講対象者を

拡大して実施した。

各講習会等とも概ね１か月程度の期間で配信し、延べアクセス数は、全国講習会

等が計９,２８２件、ブロック講習会等が計９,３６１件で、合計１８,６４３件となった。

なお、正会員及び賛助会員には無料で配信した。

（１） 全国講習会等

講 習 会 名 配 信 期 間 受講対象者及び延べアクセス数（件）

市町村税 令和３年 ７月１３日 都道府県の市町村税担当職員、指

研修会 ～ ８月１３日 定都市・市区町村の税制担当職員 ２,３３１

（３２日間） ほか

地方財務会計 令和３年 ９月２４日 都道府県・指定都市・市区町村の

講習会 ～１０月２２日 会計担当課職員・監査事務担当職 ３,８７２

（３０日間） 員ほか

地方自治制度 令和３年 ９月２７日 都道府県の市区町村担当課職員、

講習会 ～１０月２６日 指定都市・市区町村の行政担当課 １,１３６

（３０日間） 職員ほか

地方行財政 令和３年 ９月３０日 都道府県・指定都市の財政担当課

講習会 ～１０月２９日 職員、市区町村の行財政担当課職 １,０４１

（３０日間） 員ほか

地方財政関係 令和３年 １０月２７日 都道府県・指定都市・市区町村の

講習会 ～１１月２６日 財政担当課職員ほか ９０２

（３１日間）

(計 ９,２８２件)
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（２） ブロック別講習会等

講 習 会 名 配 信 期 間 受講対象者及び延べアクセス数（件）

都道府県税務 令和３年 ７月 １日 都道府県の税務担当職員ほか

職員研修会 ～ ７月２１日 ３,６１７

（２１日間）

地方公営企業 令和３年 １０月２２日 都道府県の市区町村担当課職員、

財務会計講習 ～１１月１９日 都道府県・指定都市・市区町村の ５,７４４

会 （２９日間） 財政担当課職員・公営企業担当課

職員ほか

(計 ９,３６１件)

２ 普及広報事業

地方公共団体への地方行政及び地方税財政に関する制度や現状、課題等につ

いての情報提供等として、正会員及び賛助会員に配付した。

（１） 「地方税」 毎月（年１２回）

（２） 「地方財政」 毎月（年１２回）

（３） 「講演シリーズ」 （年３回）

（４） 「総務省（地方自治関係）・都道府県・指定都市幹部一覧」 （年３回）

（５） 「地方税財政関係職員録」 （年１回）
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３ 調査研究事業

地方財政研究会及び地方行政研究会については、新型コロナウイルス感染症防

止策を十分に講じたうえで開催し、当面の諸問題等について基本的客観的な研究を

行った。

なお、同感染症拡大に伴う緊急事態宣言の発令等を踏まえ、両研究会の会長等

とも調整し令和３年４月、５月、６月、９月、１０月、令和４年１月、２月及び３月に予定し

ていた両研究会は、中止とした。

研 究 会 名 開催年月 テ ー マ

地方財政研究会 令和３年 ４月 ･アダム・スミスの租税原則の再考察：立憲的

政治経済学の視点から（資料提供）

１１月 ・増大する財政赤字と財政の規律

令和４年 ３月 ･令和４年度地財計画の概要・地財計画のポイ

ント・地方税制改正について（資料提供）

地方行政研究会 令和３年 ６月 ･地方行政のデジタル化等について（資料提供）

１１月 ・公衆衛生・疫病対策史の法的考察一斑

地方財政・地方 令和３年１２月 ・アメリカのカーボンプライシング

行政合同研究会

（備考）資料提供は、発表予定者が作成した資料を各委員に配付したものである。
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４ 図書等出版事業

（１） 月刊誌の発行

「地方税」、「地方財政」、「公営企業」の３点を発行した。

（２） 実務図書の発行

地方税財政に関する実務図書（地方税法法律篇などの単行本等）等を、４１点

発行した。

（３） 地方税各種申告書様式等の作製

地方税各種申告書様式（個人住民税特別徴収税額通知書等）等１２点、標識

（原動機付自転車標識）１点の作製を行った。

５ 会議室等施設貸付事業

「地財ホール」（ホテル・ルポール麹町内）及び「特別会議室」（地共済センタービル

内）を、公益法人等に会議等の場所として貸付けた。

なお、新型コロナウイルス感染症拡大の影響により、「地財ホール」の利用率が低く

なっている。

６ その他事業

「新地財ハイム」（東京都新宿区払方町）を、正会員及び当協会職員に福利厚生

事業として貸付けた。

７ 決算状況

本年度の正味財産増減状況は、経常収益６２７,５４８,０００円に対し、経常費用

６１７,２１６,９２７円、経常外費用１円で差引き１０,３３１,０７２円が当期一般正味財産増

加額となり、一般正味財産期首残高２,４８３,０９７,９９９円との合計額２,４９３,４２９,０７１

円が正味財産期末残高となった。
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８ 終わりに

当協会は、昭和２４年２月２８日に発足し、平成２５年４月１日に一般財団法人へ移

行した。この間、事業内容の拡充を図り、公益法人としての使命を果たしつつ、出版

事業等の業績向上にも努力を注いできた。

今後も、一層の事業の進展を図り、業績向上を期することとしている。
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附属明細書

令和３年度事業報告には、一般社団法人及び一般財団法人に関する法律施行規

則第３４条第３項に規定する「附属明細書」（事業報告の内容を補足する重要な事項）

が存在しないので、これを作成しない。


